様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　2021年8月20日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）でぃっぷかぶしきがいしゃ
                              　一般事業主の氏名又は名称 ディップ株式会社
（ふりがな）とみたひでき
                              （法人の場合）代表者の氏名  冨田英揮   印
住所　〒106-6231　東京都港区六本木３丁目２番１号
法人番号　6010401050785　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	中期経営戦略　dip2025

	公表日
	　　　2021年　4月　7日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	①ディップ株式会社コーポレートサイト
https://www.dip-net.co.jp/ir/management-policy/chukei
②弊社DXメディア「DX magazine powered by dip」 『テクノロジーの力で事業を進化させていく「中期経営戦略 dip2025」公開』 https://ainow.ai/dx-magazine/?article=article-222

	記載内容抜粋
	①当社は、ビジョン"Labor force solution company"実現に向け、中期経営戦略「dip2025」を策定し、３つの事業戦略と６つの事業基盤の実現に取り組んでおります。これらの取り組みにより、アスピレーションとして掲げた「2025年２月期 売上高1,000億円、営業利益300億円」の達成を目指します。

②市場を知り、競合を知り、しっかりと道筋を描いて、そのビジョンに向かっていけるように、会社全体を方向づけるため、「中期経営戦略dip2025」を策定しました。 
「dip2025」では事業戦略として「Human work force」「Digital labor force」「新規事業」の3つの事業領域を掲げています。また、その事業戦略を支える事業基盤として「営業」「マーケティング」「開発」「人事」「市場との対話」「実行」といった6つのテーマを掲げており、この合計9つの戦略で「dip2025」を実行していきます。
ディップは人材サービスとDXサービスを提供する『労働⼒の総合商社』として、労働力の諸問題を解決するために、今後も市場の変化を的確にとらえ、時代に合うテクノロジーを活用しながら事業を展開してまいります。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会による承認




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	2021年2月期第4四半期及び通期決算説明資料
DX magazine powered by dip

	公表日
	　2021年　4月　7日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	「2021年2月期 第4四半期及び通期　決算説明資料」
https://pdf.irpocket.com/C2379/CzAL/TcDW/pgeb.pdf
P38～40

	記載内容抜粋
	「dip2025」では、
1.Human work force『どこよりもはやく決まる』では、直販営業に支えられた質の高い求人情報と顕在・潜在ニーズを持った求職者（ユーザー）の最適なマッチングをテクノロジーの力で実現します。
2. Digital labor force『どこでもだれでもDX』では、
①営業人員約1,500人による拡販・約15万社の顧客基盤
②商材仕入を駆使した、様々な業種向けのパッケージ商品の開発・展開
③手厚いカスタマーサクセス体制
を活かして、既存プレーヤーが手薄な、中堅企業から中小企業をターゲットにしたDX事業を推進してまいります。
3. 新規事業『SDGsを基に社会改善を事業に』では、SDGs市場で新規事業を立ち上げ、持続的な成長とサステナブルな社会の実現に貢献します。
の三つの事業領域を掲げています。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会による承認



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	弊社DXメディア「DX magazine powered by dip」内 
『事業DX・社内基盤DXを成功に導く、 強い組織の作り方』
https://ainow.ai/dx-magazine/?article=article-283

	記載内容抜粋
	事業DX：「Human Work Force」のプロダクト開発はガンガン作れる200人体制へ、「Digital Labor Force」ではビジネスサイドと企画開発が一体となったプロダクトづくりを実現
営業DX：現場と仲良くなることからスモールスタート　営業自身がDXを考える組織も設立
全社DX：執行役員全員アサイン＆各現場へのアンバサダー設置による、トップダウンとボトムアップの両面からアプローチ
データDX：Dip Data Design. Labを設立、各部署からデータ活用担当をアサインし、全社体制で推進中



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	① 弊社DXメディア「DX magazine powered by dip」内
『「DXをリードする会社にしたい」- ディップCOO志立の語る社内業務DX事例「カケザンプロジェクト」の舞台裏』
https://ainow.ai/dx-magazine/?article=article-180 
②2021年2月期 第4四半期及び通期決算説明資料
https://pdf.irpocket.com/C2379/CzAL/TcDW/pgeb.pdf
P12 
③『2500人超の従業員の業務を支えるディップの社内ITカオスマップ』
https://ainow.ai/dx-magazine/?article=article-95

	記載内容抜粋
	
①②「カケザンプロジェクト」では、
1. Slackの導入によりスムーズで迅速なコミュニケーションを促進
2. Boxの導入によるデータクラウド化によりデータ活用を強化
3. zscalerの導入によりセキュアで快適なネットワーク環境を構築

してきました。
このようにコミュニケーションの質とスピードの向上により事務作業時間を削減し生産性・創造性を高めています。

③従業員満足度No.1を目指し、従業員が快適に業務ができることを目指して社内ITを整備しています。もちろん、過去に導入したシステムやそれに基づいた業務フローがレガシー化してしまうこともありますので、実情に見合わなくなった場合は積極的にDXを行っています。
業務システムは基本クラウド、SaaSを採用しつつ、セキュリティを担保したインフラ設計です。
「レガシーシステムの入れ替えの腰が重く、従業員が重いシステムを使わされることになり苦しむ」ということを避けるため、実情に見合わなくなったシステムはどんどんリプレイスする方針です。
現在も一部残っているレガシーなシステムと業務フローを、使う人が一番快適で、成果が出やすいように変更しようとしています。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	2021年2月期第4四半期及び通期決算説明資料 
DX magazine powered by dip
日経BP取材

	公表日
	　2021年　4月　7日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	①「2021年2月期 第4四半期及び通期　決算説明資料」
https://pdf.irpocket.com/C2379/CzAL/TcDW/pgeb.pdf
P37 
② 『ディップ、社内DXの推進により年間11万時間を削減
～本取り組みの事例やノウハウをオウンドメディアにて公開～』
https://www.dip-net.co.jp/news/1614
③年間70万労働時間の削減を図る！生産性を劇的改善！営業DX、推進の鍵（2021/4/21）
https://special.nikkeibp.co.jp/atcl/ONB/21/sp/slack03_0421/index.html

	記載内容抜粋
	① 「dip2025」では2025年2月期のアスピレーションとして売上高1000億円、営業利益300億円、うち、DX事業売上高450億円、営業利益108億円の達成を掲げています。
（進捗については、決算説明会等（ディップ株式会社　IR情報　IRライブラリ）で適宜ご報告いたします。）

② 少子⾼齢化が加速し労働力の確保が重要な課題となるなか、当社は「デジタル技術を活用した労働力」にいち早く着目し、2018年よりCRM（顧客管理システム）、SFA（営業支援システム）などの自社開発や社内DX推進に力を入れてまいりました。2020年からは、さらなる生産性・創造性の向上を目指し、コミュニケーションの質とスピードに関わる業務改善を重ね、1年間で約11万時間を削減しており、約50人分の人員増強効果となります。

③営業プロセス改革や新しい営業スタイルの創造を実現する営業DXに、どう取り組むべきか、一歩を踏み出せない企業も多いのではないだろうか。バイトルなど求人情報サイトを運営するディップ株式会社は、コロナ禍にチャンネルベースのメッセージプラットフォーム「Slack」を導入し、以前から取り組んでいた営業DXを加速させた。導入わずか3カ月で利用率100%(休職者等除く)、800万メール/月を削減し、ビデオミーティングやクラウドストレージなど他のアプリと連携することで年間70万労働時間の削減を見込む。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　2021年　4月　7日（最新の情報公開日を記載）

	発信方法
	①ディップ株式会社コーポレートサイト　CEOメッセージ
https://www.dip-net.co.jp/company/message 
②ディップ株式会社コーポレートサイト　IR情報　CEOメッセージ
https://www.dip-net.co.jp/ir/management-policy/message
③ディップ株式会社ホームページ内の「IR情報」で四半期ごとに戦略の推進状況を、経営者であるCEO及びCOOが説明。説明は資料および動画を公開。
https://www.dip-net.co.jp/ir
④DX magazine powered by dip　社長インタビュー
https://ainow.ai/dx-magazine/?article=article-430

	発信内容
	①当社は創業以来、時代の変化を捉え、新たなサービスや施策をいち早く展開してまいりました。 
少子⾼齢化による労働⼒不⾜が深刻化する日本では、今後多くの仕事がデジタルレイバーに置き換わると⾔われています。
このような変化を捉え、"Labor force solution company"というビジョンを掲げ、2019年よりDXサービスの提供を開始、既に多くの企業に導入いただいております。当社は人材サービス、DXサービスの両面から労働に関わる課題を総合的に解決していくことで、仕事がより楽しく、幸せを感じられる世の中にしていけると信じています。  
②2021年２月期においては、新型コロナウイルス感染症拡大により、顧客企業の採用活動の抑制や採用予算の縮小等が、顧客企業からの求人広告出稿に影響を与えました。このような事業環境下においても、社会の変化を当社の進化に変え、人材サービスとDXサービスを提供する『労働力の総合商社』として、労働力の諸問題の解決に取り組んでおります。
DX事業においては、顧客企業の業務フロー毎にパッケージ化した「コボット」の提供を通じ、中堅・中小企業のDX化を支援しております。人材サービス事業の営業人員による拡販体制の強化、商品ラインナップの拡充ならびにカスタマーサクセス体制の強化により、導入社数・売上高ともに高成長が続いております。
 ③
2021年2月期 第4四半期及び通期決算説明会動画
https://www.irwebcasting.com/20210407/1/c987e70a75/mov/main/index.html
2021年2月期 第4四半期及び通期決算説明会資料
https://pdf.irpocket.com/C2379/CzAL/TcDW/pgeb.pdf
④今の私たちのDX商品は採用や入社手続きなどの人事、労務周りの仕事を効率化するものが多いです。
次のステップとして考えているのは、業務の拡大です。人事の隣の組織、つまり営業やマーケティングの部署など社内の他の組織へ横に広げていこうとしています。現在では営業系のDX商品も展開を始めています。1つの企業の中で私たちの多様なDXサービスが広まっていくことを期待しています。
さらにもう1つ拡大させる方法として、業種の拡大があります。今不動産コボットという商品がありますが、そうした業種に特化したものにも広げていきます。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　2020年 10月頃　～　継続

	実施内容
	IPA「DX推進指標自己診断」入力サイトより入力済み
『カケザンプロジェクト』における日々の課題把握（Slackでの日々のやり取り・月例会議開催（COO・執行役員出席）・社内システムマップの作成により日々継続的に把握を行っている）



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　2005年　10月頃　～　継続

	実施内容
	情報セキュリティマネジメントシステム
https://www.dip-net.co.jp/esg/governance/G005
 
2005年10月14日付で情報セキュリティ規格「BS7799」及び「ISMS認証基準」の認証を取得いたしました。その後、「ISMS認証基準」が2005年10月15日に発行された国際規格「ISO27001」（国内規格 JIS Q 27001は2006年5月20日に発行）へ移行されたことに伴い、2006年10月に実施された継続審査および拡大審査の際に、「ISO27001（JIS Q 27001）」への移行審査をあわせて受審し、2006年11月27日付で認証を取得いたしました。
 
求職者の皆様の個人情報を扱う求人・求職情報サービス会社である当社は、個人情報をはじめとした様々な情報を厳格に管理することが最重要課題だと考え、情報管理の徹底と継続的な改善を図るべく情報セキュリティマネジメントに基づく社内体制を整備し、「ISO27001（JIS Q 27001）」の認証を取得したものです。ディップグループでは、「ISO27001（JIS Q 27001）」認証取得を一つのステップとして、なお一層組織が保有している重要な情報資産の管理を計画的かつ継続的に改善するための諸施策をとってまいります。そして今後も、求職者および求人企業へ信頼を提供する企業としての役割を果たしてまいります。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

